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I. 概要 
本学におけるソーシャル・データサイエンスの教育研究を推進するために必要な計算

基盤の追加導⼊に伴い、サーバー室の温度・湿度を管理するための空調機器⼀式を追加
で導⼊する。 

 
II. 調達内容 

1. 調達物品名及び構成内訳 
空調機器 ⼀式 

 
構成は以下の通り 
（1-1） 空調機     ⼀式 
（1-2） 空調機⽤室内防振架台   ⼀式 
（1-3） 漏電ブレーカ    ⼀式 
 

2. 調達⽅法 
 購⼊等 
 
3. 導⼊時期 

令和９年 3 ⽉ 31 ⽇まで 
 
4. 技術的要求要件の概要 
（1） 本件調達物品に係る性能、機能及び技術等（以下「性能等」という。）の要求要

件（以下「技術的要件」という。）は「要求要件」に⽰すとおりである。 
（2） 技術的要件は、必須の要件とそれ以外の要件がある。 
（3） 必須の要求要件は、本学が必要とする最低限の要求要件を⽰しており、⼊札機器

の性能等がこれを満たしていないとの判断がなされた場合には不合格となり、落
札決定の対象から除外する。 

（4） ⼊札機器の性能等が技術的要件を満たしているか否かの判定は、本学が設ける技
術審査において、⼊札機器に係る技術仕様書その他の⼊札説明書で求める提出資
料の内容を審査して⾏うものとする。 

（5） 本仕様書で、総合評価⽅式において加点の対象となる要件は「総合評価⽅式にお
いて加点する」と明記する。この要件を満⾜すると技術審査において判断した場
合には、提案に対して加点を⾏う。ただし、記載されている要件の範囲の⼀部だ
けを満たしていると技術審査で判断された場合は、加点されないので注意された
い。 

 



3 
 

5. 留意事項 
（1） 導⼊に関する留意事項 

導⼊スケジュールについては、本学担当者と協議し、その指⽰に従うこと。 
（2） 提案に関する留意事項 

提案に関しては、提案機器が本仕様書の要求要件をどのように満たすか、或いは
どのように実現するか要求要件毎に具体的且つ分かりやすく、資料を添付するこ
と、従って、審査するにあたって、提案の根拠が不明確、説明が不⼗分で、技術
審査に重⼤な⽀障があると本学技術審査職員が判断した場合には、要求要件を満
たしていないものとみなす。提出資料等に関する照会先を明記すること。提出さ
れた内容について、問い合わせやヒアリングを⾏うことがあるので、これに誠実
に対応するものとする。 
 

6. ⼯事完成時の提出物 
⼯事完成時の提出図書は以下による 

（1） 竣⼯図（A3 図⾯及び CAD データ） 
（2） 施⼯写真（施⼯中、⼯事後の写真） 
（3） 納⼊機器仕様書 
（4） 打合議事録 
（5） 機器取扱説明書 
（6） 各種検査記録 
（7） 官公署届出書類 

 
III. 要求要件 

1. 性能、機能に関する要求要件 
（1） 装置本体性能 

1-1 空調機は、以下の要件を満たすこと。 
1-1-1 設計条件は夏季（東京都 外気温度：34.3℃ 外気湿度 56.4％）においての

冷却能⼒とし、冬季の暖房負荷については考慮しない。 
既設の空調機「HITACHI RP-NP630ACV1」と併設することを前提に同等
の機能を有する機種を選定すること。 

1-1-2 冷却対象の規模・内容 
電算機を含む機器の冷却負荷の規模・内容 

・電算機：GPU サーバー５U ３台、管理ノード２Ｕ １台 
冷却能⼒：40kW 合計熱量（消費電⼒合計より） 
動作温度範囲：（吸気温度）：5°C 〜 30°C（41°F 〜 86°F） 
動作湿度範囲：20% 〜 80%（結露なきこと） 



4 
 

・冷却対象サーバーラック 
対象：２.5 台（導⼊済み空調機にて 2.5 台を冷却中） 
形式：EIA 準拠 19 インチラック（収容 42U 以上） 

     前⽅給気・後⽅排気型 
  ⼨法：幅 75cm、奥⾏き 120cm、⾼さ 200cm 

1-1-3 空調機はフリーアクセス床下送⾵電算機⽤パッケージエアコンとし、相当
⾺⼒は 20 ⾺⼒以上であること。（22 ⾺⼒以上である場合は加点として評価
する） 

1-1-4 室内機の運転⾳は⾳響パワーレベルで 86dB 以下であること 
（65dB 以下である場合は加点として評価する）。 

1-2 室内防振架台は、フリーアクセス床の⾼さ(300mm)に合わせて調整すること。ス
ラブ⾯にアンカーを⽤い設置すること（耐震計算基準；耐震 S クラス⽔平
2.0G、鉛直 1.0G）。 

1-3 空調機⽤電源は、屋外室外機置場付近壁⾯の既存分電盤内に室内・室外⽤ブレー
カをそれぞれ増設し、取り出すものとする。 

 
2. 機能、性能以外に関する要件（⼯事及び役務仕様） 
（1） 空調設備の設置に伴う⼯事 

2-1 空調設備の設置に伴う⼯事は、以下の要件を満たすこと。 
2-1-1 設置場所は⼀橋⼤学⼩平国際キャンパス２階 共同研究室３サーバールーム

とする。（1-1-2 の電算機、1-1-3 の空調機仕様に準ずる電算機冷却⽤エアコ
ンの導⼊実績がある場合は加点として評価する） 

2-1-2 設置機器の荷重が設置予定場所の床の耐荷重（450kg/㎡）よりも⼤きいと
きは、荷重分散の処置を⾏うこと（650kg/㎡以上）。荷重分散⽤に鉄板等を
⽤いる場合はスラブ⾯にアンカー固定を⾏い設置すること。 

2-1-3 冷却対象のサーバーラックを効率的に冷却できる位置を考慮して設置する
こと（気流シミュレーション等を⾏い最適な設置位置、気流誘導の提案があ
る場合は加点として評価する）。 

2-1-4 搬⼊⽤のエレベーターが存在しないため、空調機、資材の 2 階までの搬⼊
経路を考慮して設置を⾏うこと。（⾼所への効率的な搬⼊⽅法について提案
がある場合は加点対象とする） 

2-1-5 室外機は、地上屋外の指定する箇所に設置を⾏い、安全に設置を⾏うこ
と。また、空調機から室外機までの距離は考慮しておくこと。 

2-1-6 空調機の電源渡しは、地上屋外の室外機置場付近に設置された分電盤内の
主幹ブレーカ（３相３P２００V３００AF/３００AT）への接続以降を本作
業とし、設置する空調機に合わせて漏電ブレーカを選定のうえ、動作に必要
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な作業等を⾏うこと 。なお、現在の空調機が主幹ブレーカより分岐（１５
０A ブレーカ）して使⽤していることを考慮すること。 

2-1-7 配管ラック、ラッキング、保温化粧ケース等については適切なものを選定
すること。なお外壁の⾊（タイル⾊薄茶）に配慮して、⾊は近似⾊を選定す
ること。また、外壁タイルの⽬地を狙ってアンカーを打ち、⽌⽔処理を必ず
⾏うこと。既設の配管ラックを使⽤してもよい。 

2-1-8 階下の部屋が電気室になっているため漏⽔・結露対策を考慮して設置する
こと。（漏⽔・結露対策について効果的な提案がある場合は加点対処とす
る） 

2-1-9 空調機等の排⽔は設置室 PS 内既存ドレン⽴管に接続すること。床⾯を配
管する場合は床スラブより⽀持を取ること。露出で床上を配管する場合は、
簡単に破損しないよう材料に配慮すること。なお OA 床内で配管する場合は
そのような考慮は不要である。 

2-1-10 既設のフリーアクセス床は、耐荷重 5000N の製品であるため、室内機搬
⼊の際には床にたわみが発⽣しないように養⽣を⾏うこと。 

2-1-11 空調機の故障、および漏⽔・結露を感知し、空調機を⾃動停⽌する警報盤
を設置すること。 

 
（2） その他に関する要件 

2-2-1 作業は原則として、⾏政機関の休⽇に関する法律第 1 条に定める⽇を除く平
⽇(以下「平⽇」という)の午前 8 時 30 分から午後 5 時の間に⾏うこと。それ
以外の時間に作業を⾏う場合は担当者の許可を得ること。 

2-2-2 騒⾳の出る⼯事を⾏う場合は事前に担当者の承認を得ること。 
2-2-3 作業に際し本学の施設へ⼊出するときは、必ず担当者に通知すること。 
2-2-4 担当者の許可なく、指定区域外へ⽴ち⼊ってはならない。指定区域以外に⽴

ち⼊る必要性が⽣じた場合は、必ず担当者の許可を得ること。 
2-2-5 作業を実施する場合は、 担当者からの注意を遵守し、当該担当者の指⽰の

もと、これを実施すること。 
2-2-6 作業中に疑義及びトラブルが発⽣した場合は速やかに担当者に連絡し指⽰

を得ること。 
2-2-7 作業中に本学が保持する物品、 設備及び施設に損害を与えぬよう、必要な

場合は養⽣などを施すこと。 
2-2-8 請負者の過失により、本学が保持する物品、設備及び施設に損害を与えた場

合は、請負者がこれを補償するとともに復旧を⾏うこと。 
2-2-9 作業時に発⽣した廃材及び作業場所の汚れなどは請負者が適切に処分及び

清掃等を⾏うこと。 
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2-2-10 作業終了後は担当者にその旨を連絡し、作業確認を受けること。 
2-2-11 室内作業においては無⽕気⼯法を原則とする。やむを得ず⽕気を使⽤する

場合は、必ず担当者の許可を得ること。 
2-2-12 既存設備操作(ブレーカー、バルブ等)の操作が必要な場合は、当該担当者の

指⽰のもと実施すること。 
2-2-13 ワーク・ライフ・バランス等の取組について、以下のいずれかの認定等⼜は

内閣府男⼥共同参画局⻑の認定等相当確認を受けていれば望ましい。  
○ ⼥性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律（⼥性活躍推進法）に基

づく認定（えるぼし認定企業・プラチナえるぼし認定）⼜は⼀般事業主⾏
動計画策定（常時雇⽤する労働者の数が１００⼈以下のものに限る）  

○ 次世代育成⽀援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・
トライくるみん認定企業・プラチナくるみん認定企業）  

○ ⻘少年の雇⽤の促進等に関する法律（若者雇⽤促進法）に基づく認定  
なお、⼥性の職業⽣活における活躍の推進に関する法律に基づく認定な
ど技術提案書に記載した事項について、認定の取消などによって記載し
た内容と異なる状況となった場合には、速やかに本学へ届け出ること。 

 
以上 
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